
施策目標２－３－１ 
 

平成３０年度実施施策に係る事前分析表 

（文部科学省 30-2-3） 

施策名 青少年の健全育成 

施策の概要 
青少年が抱える現代的な課題を踏まえ、主体性や規範意識を持った豊か

な人間性を育むため、青少年の体験活動や国際交流、青少年を取り巻く有

害環境対策、子供の読書活動等を推進する。 
 

達成目標１ 青少年の豊かな人間性を育むため、青少年が多様な体験活動を経験できる体制を整

備し、地域における体験活動の機会を増加させる。  

達成目標１の 
設定根拠 

子供の頃の体験が豊富な人ほど、規範意識・人間関係能力・文化的な作法や教養・意
欲関心等が高い傾向にあること等を踏まえ、人づくりの「原点」である体験活動の機
会を社会総ぐるみで意図的・計画的に創出し、青少年の体験活動の機会を増加させ
る必要がある。また、第３期教育振興基本計画で目標として掲げられている「豊かな
心の育成」のためには、体験活動は非常に有効な手段であることから、地域における
体験活動の機会を増加させる必要がある。 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 
22 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 32 年度 

①学校以外の公的

機関や民間団体

等が行う自然体

験に関する行事

に参加した子供

（小学１年生～

６年生）の割合 

51.7％ 隔年実施 50.8％ 隔年実施 52.3％ 隔年実施 61.7％ 
 

年度ごと 
の目標値 ― 55.7％ ― 57.7％ ―  

目標値の 
設定根拠 

学校が行う体験活動の機会は確保されているため、学校以外の公的機関や民間団体等
体験活動の参加が今後一層重要となるが、現在、横ばい傾向であるため現状に歯止め
をかける。 

指標の根

拠 
分子：該当する小学生数 
分母：調査対象となった小学生数 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 
23 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 32 年度 

②外国の高等学校

等に留学した日

本の高校生数

（人） 

3,257 3,897 ― 4,197 ― 調査中 ②③を併せ

て 6 万人  
年度ごと 
の目標値 

対前回調
査比増 ― 対前回調

査比増 ― 対前回調
査比増  

目標値の 
設定根拠 

グローバル化が加速する中で、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成が必要
であるという状況を踏まえ、「第２期教育振興基本計画」において、平成 32 年までに
高校生の留学者数の倍増（３万人→６万人）を目指すこととしている。 

指標の根

拠 ― 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 

23 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 32 年度 

③外国へ研修旅行

した日本の高校

生数（人） 

29,953 38,152 ― 31,645 ― 調査中 ②③を併せ

て 6 万人  
年度ごと 
の目標値 

対前回調
査比増 ― 対前回調

査比増 ― 対前回調
査比増  

目標値の 
設定根拠 

グローバル化が加速する中で、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成が必要
であるという状況を踏まえ、「第２期教育振興基本計画」において、平成 32 年までに
高校生の留学者数の倍増（３万人→６万人）を目指すこととしている。 



施策目標２－３－２ 
 

指標の根

拠 ― 

参考指標 
実績値 

 
 

 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

①「子どもゆめ基

金」事業への応

募（採択件数） 

年度ごと
の 
数値 

4,646 件 
(3,517 件) 

5,135 件 
(4,595 件) 

5,749 件 
(5,253 件) 

6,830 件 
(5,149 件) 

6,942 件 
(4,905 件) 

指標の根

拠 ― 

参考指標 
実績値 

 
 

 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

②「青少年の国際

交流の推進」事

業に参加し交流

を行った日本の

青少年の外向き

志向の平均値

（0,1,2,3 の 4 段

階評価平均）の

増加率 

年度ごと
の 
数値 

10.1％ 8.9％ 11.1％ 10% 17.1% 

指標の根

拠 

「青少年の国際交流の推進」事業に関して、事業実施前及び実

施後の参加者アンケートより、意識の変容を算出。 
分母：当該事業前の「外向き志向」に関する評価の平均値 
分子：（当該事業後の「外向き志向」に関する評価の平均値） 

－(当該事業前の「外向き志向」に関する評価の平均値) 
※本成果指標における「外向き志向」は、「世界に貢献したい」、

「外国の人との交流を通して自分の可能性を広げたい」、「交流し

た外国の人と将来もつながりを持ちたい」という質問に対する回

答状況を指すものである。 

参考指標 
実績値 

 
 

 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

③「青少年の国際

交流の推進」事

業に参加し交流

を行った日本の

青少年のうち、

事後アンケート

において外向き

志向であると回

答した割合 

年度ごと
の 
数値 

81.3％ 81.7％ 60.3％ 95.4％ 97.5% 

指標の根

拠 

「青少年の国際交流の推進」事業に関して、実施後の参加者アン

ケートより、「外向き志向である」と回答した人数の割合を算

出。 
分母：事業後「外向き志向」に関する質問に回答した人数 
分子：事業後「外向き志向」に関する質問に「外向き志向」であ

ると回答をした人数 

参考指標 
実績値 

 
 

 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

④事業参加者１名

当たりの成果発

表対象者数の平

均値（人）（平成

29 年度より新た

に数値を取得） 

年度ごと
の 
数値 

― ― ― ― 173.2 

指標の根

拠 

事業後に、事業参加者が行う成果発表の場で想定される参加人数

（事業参加者 1 名あたりの成果発表対象者数の平均値） 
 分母： 事業参加者数の合計 
 分子： 成果発表対象者数の合計 



施策目標２－３－３ 
 

参考指標 
実績値 

 
 

 

日本 ドイツ スウェ

ーデン 英国 アメリ

カ 
フラン

ス 韓国 

⑤「国際的な視

野」を身に付け

ていると思うと

答えた各国の割

合（平成 25 年

度） 

各国の 
数値 24.3％ 69.6％ 61.0％ 56.5％ 49.3％ 35.9％ 34.1％ 

指標の根

拠 

「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」（平成 25 年度） 
分母：日本、韓国、アメリカ、英国、ドイツ、フランス、スウェー

デン各国の満 13 歳から満 29 歳までの男女（各国 1,000 人
程度） 

分子：各国の「国際的な視野」を身につけていると思うと答えた

人数 

施策・指標に関するグラフ・図等 

（参考）体験活動の効果 
出典：独立行政法人国立青少年教育振興機構「子どもの体験活動の実態に関する調査研究」（平成 22 年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考指標⑤）「国際的な視野」を身につけていると思うと答えた各国の割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
測定指標①の出典：独立行政法人国立青少年教育振興機構「青少年の体験活動等に関する実態調査」 
測定指標②・③の出典：文部科学省「高等学校等における国際交流等の状況について」 
参考指標①の出典：独立行政法人国立青少年教育振興機構調べ 
参考指標②～④の出典：文部科学省調べ 
参考指標⑤の出典：内閣府政策統括官（共生社会政策担当）「我が国と諸外国の若者の意識に関する調査」（平成 25 年度） 
 
 
 



施策目標２－３－４ 
 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 29 年度予算額 
（執行額） 
【百万円】 

平成 30 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

体験活動推進プロジェクト等の充実 
（平成 23 年度） 

37 
（33） 37 0073 

独立行政法人国立青少年教育振興機

構運営費交付金に必要な経費 
（平成 18 年度） 

8,940 
（8,940） 8,720 0077 

独立行政法人国立青少年教育振興機

構施設整備に必要な経費 
（平成 18 年度） 

506 
（506） ― 0078 

青少年の国際交流の推進 
（平成 14 年度） 

95 
（81） 74 0074 

達成手段 
（独立行政法人の事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 29 年度予算額 
（執行額） 
【百万円】 

平成 30 年度 
当初予算額 
【百万円】 

事業の概要 

独立行政法人国立青少年教育振興機

構（平成 18 年度）の事業 
8,940 の内数 
（8,940） 8,720 の内数 

我が国のナショナルセンターとして、

青少年をめぐる様々な課題へ対応する

ため、青少年に対し教育的な観点か

ら、より総合的・体系的な一貫性のあ

る体験活動等の機会や場を提供すると

ともに、青少年教育指導者の養成及び

資質向上、青少年教育に関する調査及

び研究、関係機関・団体等との連携促

進、青少年教育団体が行う活動に対す

る助成を行っている。 
平成 29 年度事前分

析表からの変更点 
測定指標に「青少年の体験活動等の評価・顕彰制度の修了者数を増加すること」を入れていたが、

事業の見直しに伴い、測定指標も精選した。 
  
 
  



施策目標２－３－５ 
 

達成目標２ 

平成 21 年４月１日より施行されている「青少年が安全に安心してインターネットを

利用できる環境の整備等に関する法律」（内閣府、総務省、経済産業省共管）を踏ま

え、保護者や青少年に対し、地域と連携した青少年の携帯電話等をめぐる有害環境

対策を推進する。 

達成目標２の 
設定根拠 

スマートフォン等の普及とともに、長時間利用による生活リズムの乱れや、有害サ
イトを通じた犯罪等が問題となっていることを踏まえ、青少年が安全に安心してイ
ンターネットを利用できる環境の整備等に関する法律(平成 20 年６月 18 日法律第
79 号）に基づく基本計画（※）の「保護者が青少年インターネット利用を適切に管
理できるようにするための普及啓発活動の実施」という基本的な方針等に基づき、
内閣府、総務省、経済産業省等の関係府省庁と連携（関係省庁が実施する会議へのオ
ブザーバー参画、啓発フォーラムの共同実施等）しつつ、文科省ではフィルタリング
利用の徹底や家庭におけるルールづくりの推奨を含めた保護者や青少年への普及啓
発等を通じて、青少年がインターネットを適切に利用できるようにすることとして
いる。 
※青少年が安全に安心してインターネットを利用できるようにするための施策に関
する基本的な計画（子ども・若者育成支援推進本部決定） 
 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 

28 年度 ― ― ― 28 年度 29 年度 30 年度 

①青少年のスマー

トフォンのフィ

ルタリングサー

ビス利用率 

44.6% ― ― ― 44.6％ 44％ 対前年度

比増  
年度ごと 
の目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

青少年が適切にスマートフォン等を利用するために、青少年が安全に安心してイン
ターネットを利用できる環境の整備等に関する法律(平成 20 年６月 18 日法律第 79
号）と基本計画等ではフィルタリングの徹底を推奨している。しかしインターネッ
ト接続機器・接続方法の多様化等により、現在フィルタリング利用率は低い水準に
留まっていることから、増加を目指す。 
 

指標の根拠 
分母：青少年が「「スマートフォン」を利用してインターネット利用している」と 

回答した保護者数 
分子：「フィルタリングを使っている」と回答した保護者 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 

26 年度 ― 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 

②インターネット

利用に関する家

庭のルールを決

めている割合 

80.2% ― 80.2% 81.0% 80.9% 83.5％ 対前年度

比増  
年度ごと 
の目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

青少年が適切にインターネット等を利用するために、青少年が安全に安心してイン
ターネットを利用できる環境の整備等に関する法律(平成 20 年 6 月 18 日法律第 79
号）と基本計画等では家庭におけるルールづくりを推奨しており、すでに多くの家
庭がインターネット利用に関するルールを決めている。家庭（場合により児童生徒
間など）でのルール（利用時間や閲覧サイトの制限など）を決める事により、長時
間利用による生活リズムの乱れや、有害サイトを通じた犯罪等を防ぐことが期待で
きるため、今後も引き続きこの高い水準の維持に努める。 

指標の 
設定根拠 

分母：青少年が「いずれかの機器」インターネットを利用していると回答した保護
者数 

分子：「インターネット利用に関する家庭のルールを決めている」と回答した保護者   
   数 

施策・指標に関するグラフ・図等 

測定指標①・②の出典：内閣府「青少年のインターネット利用環境実態調査」 



施策目標２－３－６ 
 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 29 年度予算額 
（執行額） 
【百万円】 

平成 30 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

青少年を取り巻く有害環境対策の推

進 
（平成 16 年度） 

50 
（39） 42 0076 

情報モラル教育推進事業 
（平成 27 年度）（再掲） 

15 
（14） 20 0040 

平成 29 年度事前分

析表からの変更点 ― 

 
 

達成目標３ 子供の読書活動を推進するための環境を整備し、子供の自主的な読書活動を推進す

る。 

達成目標１の 
設定根拠 

子供の読書活動は、言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、創造力を豊かなものに
し、人生をより深く生きる力を身に付けていく上で欠くことのできないものである
ため、社会全体で積極的にそのための環境の整備を推進することが極めて重要であ
る。そのため、「子どもの読書活動の推進に関する法律」及び同法に基づく「第４次
子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」（平成 30 年４月閣議決定）に基づき、
子供の読書活動を推進するための環境を整備し、子供が自主的に読書活動を行える
ようになる必要がある。 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 

29 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 次回調査時 
※年度未定 

①全国学力・学習

状況調査による

「読書は好きで

すか」の問に対

する肯定的な回

答の割合 

小学校 
74.4％ 

小学校 
72.2％ 

小学校 
73.1% 

小学校 
72.8％ 

小学校 
74.7％ 

小学校 
74.4％ 対前回調査

比増  中学校 
70.0％ 

中学校 
70.2％ 

中学校 
69.5％ 

中学校 
68.0％ 

中学校 
70.0％ 

中学校 
70.0％ 

年度ごと 
の目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

「第４次子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」（平成 30 年 4 月閣議決定）
の基本方針において、子供達が読書意欲を高め、自主的な読書習慣を身に付ける必
要性について明記されている。 

指標の根拠 
文部科学省「全国学力・学習状況調査」 
分母：調査に回答した小学６年生、中学３年生の数 
分子：肯定的な回答をした小学６年生、中学３年生の数 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 

29 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 34 年度 

②子供の不読率（1
カ月に 1 冊も本

を読まなかった

子供の割合） 

小学生 
5.6％ 

小学生 
5.3％ 

小学生 
3.8％ 

小学生 
4.8％ 

小学生 
4.0％ 

小学生 
5.6％ 

小学生 
2％以下 

 

中学生 
15.0％ 

中学生 
16.9％ 

中学生 
15.0％ 

中学生

13.4％ 
中学生 
15.4％ 

中学生 
15.0％ 

中学生 
8％以下 

高校生 
50.4％ 

高校生 
45.0％ 

高校生 
48.7％ 

高校生 
51.9％ 

高校生 
57.1％ 

高校生 
50.4％ 

高校生 
26％以下 

年度ごと 
の目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

「第４次子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」（平成 30 年４月閣議決定）
において、不読率を平成 34 年度までに小学生２％以下、中学生８％以下、高校生
26％以下にすることが明記されている。 



施策目標２－３－７ 
 

指標の根拠 
毎日新聞社・公益社団法人全国学校図書館協議会「学校読書調査」 
分母：調査に回答した小学４～6 年生、中学１～3 年生、高校１～３年生の数 
分子：１か月に１冊も読まなかった小学４～6 年生、中学１～3 年生、高校１～3 年
生の数 

測定指標 
基準値 実績値 目標値 

判定 

29 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 34 年度 

③市町村における

子ども読書活動

推進計画の策定

率 

市 
89.9％ 79.8％ 84.5％ 86.6％ 88.6％ 89.9％ 100％ 

 町村 
65.5％ 50.5％ 54.7％ 59.7％ 63.6％ 65.5％ 70.0％以上 

年度ごと 
の目標値 ― ― ― ― ―  

目標値の 
設定根拠 

「第４次子供の読書活動の推進に関する基本的な計画」（平成 30 年４月閣議決定）
において、不読率を平成 34 年度までに市町村推進計画の策定率を市 100％、町村
70％以上とすることが明記されている。 

指標の根拠 
文部科学省「『子ども読書活動推進計画』の策定状況調査」 
分母：都道府県内の市町村数 
分子：基本計画を策定済みの市町村の数  

参考指標 
実績値 

 
 

 

25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

④全校一斉読書活

動の実施状況 

年度ごとの 
数値 

― 小学校 
96.8％ ― 小学校 

97.1％ 
― 

― 中学校 
88.5％ ― 中学校 

88.5％ ― 

― 高等学校 
42.9％ ― 高等学校 

42.7％ ― 

指標の根拠 
文部科学省「学校図書館の現状に関する調査」 
分母：調査を実施した当時の学校数 
分子：全校一斉の読書活動を実施している学校数 

施策・指標に関するグラフ・図等 
（測定指標①）読書は好きですか。 
 
【小学校調査】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

48.0 
47.9 
49.0 
49.0 
49.5 
49.1 

24.8 
24.3 
24.1 
23.8 
25.2 
25.3 

16.3 
16.2 
15.8 
15.7 

15.3 
15.2 

10.8 
11.5 
11.0 
11.4 

9.9 
10.2 

0.1 
0.1 
0.1 
0.1 
0.1 
0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

当てはまる どちらかといえば当てはまる
どちらかといえば当てはまらない 当てはまらない
その他・無回答
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【中学校調査】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（測定指標②）子供の不読率の推移（％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
測定指標①の出典：文部科学省「全国学力・学習状況調査」 
測定指標②の出典：（公社）全国学校図書館協議会、毎日新聞社「学校読書調査」 
測定指標③の出典：文部科学省「『子ども読書活動推進計画』の策定状況調査」 
参考指標④の出典：文部科学省「学校図書館の現状に関する調査」 

達成手段 
（事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 29 年度予算額 
（執行額） 
【百万円】 

平成 30 年度 
当初予算額 
【百万円】 

行政事業レビューシート番号 

子供の読書活動の推進 
（平成 23 年度） 

28 
（24） 24 0075 

達成手段 
（独立行政法人の事業） 

名 称 
（開始年度） 

平成 29 年度予算額 
（執行額） 
【百万円】 

平成 30 年度 
当初予算額 
【百万円】 

事業の概要 

16.4 
8.9

5.0 4.5 5.6 

43.0 

32.8

14.7 16.4 15.0 

58.8 56.0
51.5 53.2 50.4 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

H12 H14 H20 H24 H29

小

中

高

48.0 
47.9 
49.0 
49.0 
49.5 
49.1 

24.8 
24.3 
24.1 
23.8 
25.2 
25.3 

16.3 
16.2 
15.8 
15.7 

15.3 
15.2 

10.8 
11.5 
11.0 
11.4 

9.9 
10.2 

0.1 
0.1 
0.1 
0.1 
0.1 
0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

平成２８年度

平成２９年度

当てはまる どちらかといえば当てはまる
どちらかといえば当てはまらない 当てはまらない
その他・無回答
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独立行政法人国立青少年教育振興機

構（平成 18 年度）の事業 
8,940 の内数 
（8,940） 8,720 の内数 

我が国のナショナルセンターとして、

青少年をめぐる様々な課題へ対応する

ため、青少年に対し教育的な観点か

ら、より総合的・体系的な一貫性のあ

る体験活動等の機会や場を提供すると

ともに、青少年教育指導者の養成及び

資質向上、青少年教育に関する調査及

び研究、関係機関・団体等との連携促

進、青少年教育団体が行う活動に対す

る助成を行っている。読書活動につい

ては、絵本専門士養成講座や読書活動

の普及啓発等を実施している。 
平成 29 年度事前分

析表からの変更点 ― 

 
施策の予算額・執行額 

（※政策評価調書に記載する予算額） 

 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度要求額 

予算の状況 
【千円】 

上段：単独施策に係

る 
予算 

下段：複数施策に係

る 
予算 

当初予算 

    

補正予算 

繰越し等 

合 計 

執行額 
【千円】     

※ 平成 31 年度概算要求における政策評価調書においては、新予算体系に基づく予算額等を算出してい

るため、本施策の予算額等は空欄としている。 
 

政策評価を行う過程において使用した資料その他の情報 

― 

 
施策に関係する内閣の重要政策 

（施政方針演説等のうち主なもの） 
名 称 年月日 関係部分 

子供・若者育成支援推進

大綱 
（子ども・若者育成支援

推進本部決定） 

平成 22 年７月 23 日

（第１次） 

平成 28 年２月９日

（第２次） 

 
 

（達成目標（１）） 

第３ 基本的な施策  

１ 全ての子供・若者の健やかな育成  

（１）自己形成のための支援  

① 日常生活能力の習得  

（基本的な生活習慣の形成）  

子供の基本的な生活習慣の形成について、「早寝早起き朝ごはん」国民

運動等を通して、家庭、学校、地域や、企業、民間団体等の協力を得な

がら、全国的な普及啓発に係る取組を推進するとともに、掃除等の日常



施策目標２－３－１０ 
 

的な体験の場の提供を進める。また、食に関する学習や体験活動の充実

等を通じて、家庭、学校、地域等が連携した食育の取組を推進する。 

（体験活動の推進）  

豊かな人間性、社会性を育むとともに、子供の意欲とチャレンジ精神を

引き出し、「生きる力」を育むため、子供の発達段階や子供の置かれた

状況に応じた自然体験、社会体験、生活体験、芸術・伝統文化体験の場

を創出するとともに、社会的気運を醸成することにより体験活動を積極

的に推進する。 

３ 子供・若者の成長のための社会環境の整備  

（１）家庭、学校及び地域の相互の関係の再構築 

③ 地域全体で子供を育む環境づくり 

（地域で展開される多様な活動の推進）  

子供・若者の社会性、豊かな人間性、たくましさ等を育てるため、地域

等で展開される環境学習、ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の視

点を踏まえた活動、自然体験、集団宿泊体験、奉仕体験、スポーツ活動、

芸術・伝統文化体験、ダンス等の創作的活動といった様々な体験活動や、

異世代間・地域間交流等の多様な活動の機会の提供を推進する。また、

農山漁村に滞在し、農林漁業体験等を行う活動や、体験活動を支援する

人材の育成等を推進する。 

（達成目標（１）） 

第３ 基本的な施策 

５ 創造的な未来を切り拓く子供・若者の応援 

（１）グローバル社会で活躍する人材の育成 

（国際交流活動） 

若者の国際理解を促し、グローバル化に対応したリーダーシップ能力、

異文化対応力を育成するとともに、日本人としてのアイデンティティの

確立を図るため、国内外の青少年の招聘へい・派遣等を通じた国際交流

の機会を提供する。 

 

（達成目標（２）） 

第３ 基本的な施策 

３ 子供・若者の成長のための社会環境の整備 

（３）子供・若者を取り巻く有害環境等への対応 

（「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等

に関する法律」の的確な施行等）  

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に

関する法律（平成 20 年法律第 79 号）及び「青少年が安全に安心してイ

ンターネットを利用できるようにするための施策に関する基本的な計

画（第３次）」（平成 27 年７月 30 日子ども・若者育成支援推進本部決

定）に基づき、青少年のインターネットの適切な利用に関する教育及び

啓発活動、フィルタリングの性能向上及び利用普及、民間団体等の取組

の支援等を強化する。  

また、新たな技術、サービスや利用実態等を把握し、新たな問題等に対

しては、官民連携して、迅速に取り組む。  

（ネット依存への対応）  

ネット依存の傾向が見られる青少年に対しては、青少年教育施設等を活

用した自然体験や宿泊体験プログラムなどの取組を推進する。 

 

（達成目標（３）） 

第３ 基本的な施策  

１ 全ての子供・若者の健やかな育成  

（１）自己形成のための支援  

① 日常生活能力の習得 

（読書活動の推進）  

国民の間に広く子供の読書活動についての関心と理解を深めるなど、子

供の読書活動を推進する。  

学校においては、子供が読書に親しむ機会を充実させるため、学校図書

館の充実を図るとともに、司書教諭の配置の促進や、学校司書の配置に

努める。  
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社会教育においては、図書館や公民館が住民にとってより身近で利用し

やすい施設となるよう環境整備を推進するとともに、地域の指導者の養

成を促進する。 

「今後の青少年の体験活

動の推進について」 

（中央教育審議会答申） 

平成 25 年１月 21 日 

（達成目標（１）） 

1 今なぜ青少年の体験活動か 

（体験活動の機会の創出）  

○ 体験活動は人づくりの“原点”であるとの認識の下、未来の社会を

担う全ての青少年に、人間的な成長に不可欠な体験を経験させるために

は、教育活動の一環として、体験活動の機会を意図的・計画的に創出す

ることが求められている。 

 

（達成目標（１）） 

5 グローバル化に対応した国際交流の推進について 

○ グローバル化に伴い、人・モノや様々な文化・価値観等が国境を越

えて流動化しつつある今日の社会においては、青少年に自分の意見を

正々堂々と述べたり、異なる文化や価値観による考え方を受け入れたり

することができる能力や態度を育成する必要がある。また、世界で生じ

ている課題と自分の生活との結びつきを理解し、多様な立場の人ととも

に、問題解決に向けた行動ができる力が求められている。 

○ 国際社会で活躍できる能力・感覚を育成するためには、青少年が異

なる文化や習慣を持つ人々と意見交換や討論を行うほか、寝食を共にし

たり、様々な活動を協力して実施したりするなどの国際交流体験を積む

ことが必要不可欠である。 

青少年が安全に安心して

インターネットを利用で

きるようにするための施

策に関する基本的な計画 
（子ども・若者育成支援

推進本部決定） 

平成 21 年６月 30 日

（第１次）,平成 24

年７月６日（第２

次） 

平成 27 年７月 31 日

（第３次） 

（達成目標（２）） 

第２ 青少年のインターネットの適切な利用に関する教育及び啓発活動

の推進に係る施策に関する事項 

1. 学校における教育・啓発の推進 

 (3)学校における啓発活動の推進 

学校における教育をサポートする啓発資料の作成・提供や、官民連携し

て青少年・教職員・保護者等に対するインターネットの適切な利用に関

する啓発講座を実施するとともに、学校における保護者等に対する効果

的な説明の機会を活用した啓発活動の実施を推進する。 

子どもの読書活動の推進

に関する基本的な計画 

（閣議決定） 

 

 

平成 14 年８月２日

（第一次） 

平成 20 年３月 11 日

（第二次） 

平成 25 年５月 17 日

（第三次） 

平成 30 年４月 20 日 

（第四次） 

（達成目標（３）） 

第４章 子供の読書活動の推進体制等 

Ⅲ 国の役割 

 第三次基本計画においては，子供の不読率及び市町村推進計画の策定

率について数値目標を設定していたが，本計画期間中においてもこの達

成を引き続き目指すこととする。つまり，子供の不読率を平成 34 年度

に小学生２％以下，中学生８％以下、高校生 26％以下とし、市町村推進

計画の策定率を市 100％、町村 70％以上とすることを目指す。 

 

 
有識者会議での 

指摘事項 ― 

 

主管課（課長名） 生涯学習政策局 青少年教育課 （塩見 みづ枝（事務取扱）） 

関係課（課長名） 生涯学習政策局 情報教育課 （高谷 浩樹） 

 

評価実施予定時期 平成 34 年度 
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